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大阪学院大学経済論集
第24巻第 1号、2010年 6月

経済構造変化 とクロスセクション間の従属性が
パネル単位根検定に与える影響について

松 木 隆

要  旨

本論文では、パネルデータに存在する経済構造変化とクロスセクション間の

相関がパネル単位根検定の挙動に与える影響について、漸近理論とシミュレー

ション実験に基づいて考察する。同時に、回帰式におけるARパラメータ推定

量の起こりうるバイアスについても検討する。分析対象として、一般的に用い

られる 2つのタイプの検定統計量を取り上げる。 1つはデータをプールして回

帰を行うことにより得られるt統計量 (Le宙n,Lin,and Chu(2002)タ イプの統

計量)であり、もう 1つは各クロスセクション単位について個別に回帰を行い、

得られたt統計量のクロスセクション平均を基準化した統計量 (Im,Pesaran,

and Shin(2003)タ イプの統計量)である。また、係数推定量はそれぞれの回

帰式におけるARパラメータ推定量である。

キーワード:パネル単位根検定、構造変化、クロスセクション間の相関、パネルデータ

JEL分類番号:C12;C15;C22
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1.は じめに

現在、パネルデータにおける単位根や共和分に関する理論研究は盛んに行わ

れており、また応用分野におけるパネル単位根・共和分検定手法を利用した研

究も数多くなされている。金利平価説や購買力平価説の検証、 1人当たり所得
コンバージェンスの確認、R&Dス ピルオーバー効果の評価などはよく見られ

る実証研究である°。

パネル単位根検定の開発は、Levin and Lin(1993)、 Quah(1990、 1994)、

Breitung and Meyer(1994)に よる単位根検定のパネルデータヘの拡張が端緒

であった。しかし、これらの研究で開発された手法が試行的であったため、一

般的な利用までには至らなかった。しかしその後、Maddala and Wu(1999)、

Breitung(2000)、  Levin,Lin,and Chu(2002)(以 脇筆LLC)、 Im,Pesaran,and

Shin(2003)(以 降IPS)ら によって汎用性を持った検定及び検定手順の提案

がなされたため、パネル単位根検定は実証研究に広く浸透することとなった。

特に、LLC検定とIPS検定は、現在でも実証研究においてしばしば利用され

ているか。

しかしながら、現実のパネルデータが持ちうる特性を考えた場合、LLC検

定や IPS検定を適用する際には少なくとも2つの制約をデータに課さねばな

らない。 1つはクロスセクション間におけるデータの独立性であり、もう1つ

1) Banettee(1999)や Baltagi and Kao(2000)で は、初期の研究を含むサーベイがなされて
いる。最近の理論的展開に関しては、Breitung and Pesaran(2005)が 参考になる。また、

Nelson(2001)の いくつかの章には、国際経済学や国際金融論の問題に関する適用例が示

されている。

クロスセクション間の独立性を仮定するこれらの検定は、「第 1世代」の検定と呼ばれ

る。一方、Bai and Ng(2004)、 Moon and Perron(2004)、 Pesaran(2007)ら の手法は、

dynamic factOr mOdelを 仮定して相関構造を検定に取り込んでおり、「第 2世代」の検定
と呼ばれる。
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経済構造変化とクロスセクション間の従属性がパネル単位根検定に

与える影響について (松木)

は時間軸・空間軸の両方向におけるデータの連続性である。前者は検定構築の

際にデータ生成モデルの誤差項の独立性として明示的に仮定されており、後者

は上記の検定に限らず多くの検定において暗黙裡に仮定されている。現実のパ

ネルデータ、例えばGDPや為替レートなどのクロスカントリー・パネルでは、

各国間 (ク ロスセクション間)においてある程度の相関が存在すると考えるの

が妥当であるから、独立性の条件の成立は現実的には難しい。また、仮説検定

において、検定の十分な検出力確保のためには時間軸方向にできる限り長い

データを取る必要があるため、採用されるデータが不連続な経済構造変化 (例

えば、突発的災害、戦争、石油危機、政策転換、経済危機など)を含む可能性

は高いといえる。つまり、LLC検定や IPS検定を現実データに適用する場合、

前提条件のどちらか一方または両方が崩れている状況が考えられる。

本研究では、上述の前提条件が満たされない場合、すなわちパネルデータに

経済構造変化やクロスセクション間の相関が存在する場合において、LLC検

定とIPS検定がどのような検定結果をもたらすのかについて詳細に検討を行

う。具体的には、漸近理論に基づいた検定統計量の極限分布の導出とモンテ・

カルロ・シミュレーションによる有限標本での検定の棄却頻度の計算を行い、

得られた結果の評価を行う。同時に、回帰式から得られる係数推定量について、

そのバイアスに関しても考察を行う。

本稿で想定するデータ生成過程は、LLC検定、IPS検定のそれよりも単純

化したものである。そのため、厳密に言えば、ここで対象とする検定はLLC

検定、IPS検定とは異なる。そこで、これ以降においては、それぞれの検定を

「LLCタ イプの検定」、「IPSタ イプの検定」と呼び区別を図ることにする。

次節では、考察対象の 2つの検定について、それらの構築方法と検定統計量

の極限分布について説明する。第 3節では、パネルデータに経済構造変化が存

在する場合について、回帰式の係数推定量と検定統計量に起こりうる問題を考

察する。第 4節では、クロスセクション間に存在するデータの相関について、
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データ生成過程における誤差項間の相関としてモデル化し係数推定量と検定統

計量に与える影響を考察する。第 5節では、経済構造変化とクロスセクション

間の相関が並存する場合において、係数推定量と検定統計量に与えるそれらの

混合効果を評価する。第 6節では、本論文で得られた結果について簡単にまと

める。

2.パネル単位根検定

本節では、パネルデータ (lヵ l、 グ=1,… 。,Ⅳ、′=1,… .,T)を用いた単

位根検定として、Lcvin,Lin,and Chu(2002)タ イプの検定とIm,Pesaran,and

Shin(2003)タ イプの検定を紹介する。LLC検定はデータをプールして回帰を

行うことにより得られるt統計量を利用し、IPS検定は各クロスセクション単

位 (グ )について個別に回帰を行い、得られたⅣ個のt統計量のクロスセクシ

ョン平均を基準化した統計量を使用する。以下の説明を容易にするために、こ

こでは前者を物 検定、後者をz厖″検定と呼ぶことにする
の。

2.1.rp..r検定

パネルデータの生成プロセス (DGP、 Data Generating Process)を 以下の

(1)式と仮定する。また、回帰式には以下の(2)式を用いる。

△ヵ =φヵ l+ε″

△y=儀 ′yl+ε
ε″～ グ沈″ (0,1)for allグ andノ

グ=1,… 。,Ⅳ、′=1,.… ,T

3)検定統計量の構築方法としては、本稿で取り上げる2つの方法のほかに、Tippet(1931)

やFisher(1932)に よる複数の独立な検定のp値 を組み合わせる方法もある。後に、

Fisherの方法については、Maddala and Wu(1999)と Choi(2001)がブートストラップ法

を用いてp値が相関を持つ場合に拡張している。
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与える影響について (松木)

ここで、y、 εは以下のベクトルである。

y=(ノ 11,・…,夕Nl,¨・,夕lT,・¨,yr)′  =(yl,¨・,yT)′

ε =(ε ll,・・・,εNl,・・・,ε lT,・・・,εr)′ =(ε l,・・・,ε T)′

yt=(ノ
1′ ,…・,力Vり )′ εt=(ε l′ ,・・・,εv)′

帰無仮説 JfO及び対立仮説rflを以下のように設定するの。

IfO:φ
"′

=0

Jfl:φ″′<0

(2)式を、グ=1,… 。,Ⅳ、′=1,¨ 。,rに関して回帰して得られるの減のOLS推

定量は

φル′=器 =

物 =青

ΣΣメー1
′=1′ =2

″ノ
Ｔい，“屁

Ⅳい，“同

Ⅳい，“Ｈ

であり、対応するt統計量は

Σ又
′
-lAyt

′=2

Σ
′=2

Σ
′=2

Σヵ-1～″
′=2

Ⅳい，“Ｈ

である。ここで、s2=(Ⅳ (T-1))1(タ ーoけ yl)′ (y ― ppp。′yl)。 クロス

4)回帰式が(2)式である場合、帰無仮説と対立仮説の両方において、係数にhomogeneity制

約を課すことになる。つまり、帰無仮説の下では、全てのクロスセクシヨン単位グにお

いてφi=0(φi=O for a■ グ)を要求し、対立仮説の下では、全てのグについてφ,<0(φ i

<O for a■ グ)を要求する。
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セクション数Ⅳを固定した下で、T→∞のときの機′の極限分布は

協′⇒

となる。ここで、⇒は弱収束を表し、7(γ )は ″∈[0,1]に おける標準プラウ

ン運動である。さらに、Ⅳ→∞のとき、

工 mの

であり、Nyblom(1989)よ り

尤Jl昭 (γ )″  元π2し _1/幼 ~2ィ (Ⅳ )

であることが示されているので、

協tムⅣ (0,1)

を得る。ここで、 」=お よび
型年 はそれぞれ確率収束と分布収束を表す。ま

た、上記の結果はイ罵/T→ oであれば、JOint Limit Theory(Ⅳ とTが同時に

無限大に近づく場合 (Ⅳ ,T→∞)の漸近理論)でも導出できる (Levin ι′αЙ

(2002))'。

2.2.乙 ′検 定
DGPを (1)式とし、回帰式を以下の式とする。

１

一
２ム

5)JOint Limit Theoryに ついては、Phinips and Moon(1999)を 参照。
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与える影響について (松木)

Δッ,′ =φ′ytr l+ε″  ′=1,¨ 。,T             (5)

上式を各′に関して個々に回帰して得られるφ,の OLS推定量は

φ
`=

Σヵ-1△ヵ
′=2

Σ夕み-1
′=2

また、t統計量は以下の式で与えられる。

Σヵl■″
′=2

である。

ち= S存
ここで、s:=(T― ⇒

~l 

Σ 12(夕″
~°
ヵ l)2。 ちは〕 ckey‐ F」brの t値 タイ

プ統計量であり、単位根帰無仮説の下での極限分布は良く知られた Dickey‐

Fuller分布である。

[o'*,'r) d'w;(r)
力⇒ =η

:

yl17:(γ )″

ちの極限分布の期待値 E(■ )と分散 フレγ(■ )は Nabeya(1999)に より与えられ

ている。誤差項における独立性の仮定より方も互いに独立となるから、′=

Ⅳ¬Σ 催lヵ を考え、

輌テIF― E(′ )|
乙職 =

Vttγ (′ )
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を定義すると、帰無仮説の下でⅣ→∞のとき、Lindeberg‐ Lёvy Central Limit

Theoremよ り

zレ
」生Ⅳ (0,1)

を得る。ここでの帰無仮説及び対立仮説は

馬 :φ
`=O for allグ

JfO:φ′<O forsomeグ

であり、この z厖グ検定においては、対立仮説においてφ,<0がいくつかのグに

ついて成立していればよい。

誤差項に自己相関がない場合、z"″統計量の漸近分布はJoint Limit Theory

で導出可能である。しかし、仮定に反して誤差項に自己相関が存在し、ぁとし

てAugmented Dickey‐Fuller(ADF)統計量を用いる場合には、有限の Tの

下ではADFt統計量がモデルに含まれる一階階差項 (～″)の係数パラメータ

に依存するため、上記の標準化による導出は不適切である。したがって、この

場合には、Ⅳ/T→ θ (θ は定数)を仮定するか、Sequential Limit Theory(T

→∞の後、Ⅳ→∞となる状況の下での漸近理論)に より導出する°。

3.構造変化の存在が係数推定量 とパネル単位根検定 に与える影響

3.1.lgnored Structura!Breakの問題

単一の時系列データに関して単位根検定を実行する際に、その時系列データ

が トレンド関数の上下シフトや傾きの屈折で表現されるような経済構造変化を

持つ場合、それを無視して Dickey‐ Fullerの 検定を行うと結果に深刻なバイア

6)Sequential Limit Theoryに ついては、Phillips and Moon(1999)を 参照。



経済構造変化とクロスセクション間の従属性がパネル単位根検定に

与える影響について (松木)

スを生じることがいくつかの研究により明らかにされている。Leybourne,ι ′

αム(1998)、 Montanes and Reyes(1999)ら は、単位根帰無仮説が正しい下での

検定の深刻なサイズの歪みを示している。一方、Perron(1989)、 Montanes

and Reyes(1998)、 Leybournさ and Newbold(2000)は 、定常性を主張する対立

仮説に対して、大幅なパワー低下があることを証明している。また、Ng and

Vogelsang(2002)は VARモ デルにおけるhomogeneousな構造変化がAR係数

推定量のバイアスをもたらすことを示している。

以下では、データ生成過程がレベルのシフトで表される1回の構造変化を持

つ場合について、(3)式と(6)式で定義される係数推定量 (φ
“
′、φ:)と (4)式と

(8)式で定義されるパネル単位根検定統計量 (協′、みわ がそれぞれどのよう

な極限分布に収束するのか、またパラメータ推定や仮説検定においてどのよう

な問題が発生しうるのかについて考察を行う。

ここでのDGPは以下のモデルを想定する。

!;t=da*z;t
z;1 = P;zv-1 * f,u ε″～ グ.′ι (0,ω″)for all,and′

ここで、ω″<∞ for allグ であり、E(ε,)<∞ for allグ and′ であると仮定する。

4′はブレイクを表す変数であり、以下の値をとる。

あ =α,D“′

D“
`は
、′>τ∬のときD鴫 =1、 その他のときは0を とるダミー変数である。

α′は構造変化の大きさを表すパラメータであり、の=δ,Tル
/2(ヵ =0,1)と する

(aは定数)。 つまり、構造変化の大きさは、力=0の とき時系列数 rに関係

なく一定 (a)で あり、力=1の とき時系列数 Tの増加と伴に√ の速度で拡

大する。τ,はブレイク・フラクシヨンであり、 τ′=2/r fOr al1 7、 0<τ′
<1である。
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回帰式は、φ加ぃ 4"′ の計算に(2)式を用い、φ′、z厖″の計算には(5)式を用い

る。また、協′検定とz"″検定の帰無仮説及び対立仮説は、それぞれ以下の00

式とGD式である。

馬

島

φ″′=O vs ffl:φ
“
′<0

φ,=O for allグ  vs lfl:φ:<O forsomeグ

(10

(11)

3.2.帰 無仮説の下で構造変化の存在を無視した場合の影響
ここでは、Ⅳを固定した下での r→∞の場合について、構造変化の大きさ

を表すパラメータがα′=a(力 =o)ま たはα′=δ′Tν2(ヵ =1)であるときの極

限分布を以下に示す。また、得られた結果より、構造変化の存在の影響につい

て考察する。

定理 1.Dい を
`,ソ

式とし、c=ぁのとき、″→∞について以下の結果を得る°。

(i)″¨ 帰物 の下、(2ノ式を回帰 して得られる係蜘 麟護摯 検定統計量

は以下の極腹に収束する。

ら〆
型
=O  fOr any Ⅳ

Ⅳ

\r,,[,'w,(r) dwi(r)
協′⇒ for fixed Ar

(‖ )ω式の帰無仮調の下、
`」

拭 を回帰して得られる係数撫 麓謎 検定務計量

は以下のをに 収東する°。

紙面制約のため、本稿で示される全ての定理の証明を省略する。

E(′ )と 力″(″ )は共に有限とする。また、以降の定理においても同様の仮定を置く。

″″
ｒ

Ｊ
ｏ
Ⅳいゎケ月
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φり」=0

ノ△ノ
Ｔい，“屁

Ⅳい，“Ｈ″ 嘔 マ
。

Z厖″=
γttγ (′ )

Ｚａ瓶十ＺαγＺ
ｒ

Ｊ
ｏ

ω
Ⅳい，“Ｈ

定理 2.DGPを
`′

り式とし、

る。

(1)在の式の帰無仮説の下、

は以下の極限に収束する。

yttγ
(′ )

for f破 ed Ar

名=aT2″ のとき、T→∞について以下の結果を得

の式を回帰して得られる係刻 麟饉姥 検定統計量

侃′ム 0

協′⇒

for any N

Σス1
′=2

33
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(‖ )ω式の帰無仮説の下、
`5,式

を回帰 して得られる係数推産 と検定務緩

′ま以下の極限に収東する。

φ,ム 0

あ⇒

1-- 
W; ( r) dWi ( r) + 

^/ a;;6;W,

辟0つ +2瓶afZレ )″

Л卜」二娩―E(′ )}

＋″γ″
ｒ

Ｊ
ｏ

ω

Zbα/⇒
yttγ

(′ )

for fixed rlr

定理 1よ り、構造変化の大きさがα,=とのとき、係数の推定量 (φガ 、φ′)

と検定統計量 (協′、zttr)の全てについて、極限分布は構造変化に関わるパ

ラメータ (δ′や■)を含まない。したがって、時系列数 Tが十分大きいなら

ば、クロスセクション数Ⅳの大きさに関係なく、係数推定量と検定統計量は

構造変化の存在に影響を受けないことが分かる。また、係数推定量は依然とし

て真の値 (φル′=0、 φ,=0)|こ確率収束し、検定統計量についても全てのグに

ついて構造変化が存在しない場合で想定される極限分布に分布収束する。

定理 2よ り、構造変化の大きさがα′=ar1/2の とき、係数推定量は構造変

化の存在に影響を受けず真の値に収東する。しかしながら、検定統計量の極限

分布は共にパラメータδJと ■を含む。したがって、それらのパラメータ値に

よって統計量の挙動は影響を受ける。

(9)式のDGPにおいて、全てのグに関して、 τ,=0.1、 ρ′=1.0、 ω″=1.0と

し、さらに誤差項 ε″に正規性を仮定したもとで、 (Ⅳ ,T)のいくつかの組み

合わせに関してそれぞれ5,000回 の繰り返し計算を行い、φ
"′

、φプの推定値の

ω″+彰 )
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平均値と協′、z陸/検定の棄却頻度 (こ こでは実質サイズとなる)を計算した"。

表 1(a)に各係数の平均値、表 2(a)に 各統計量の棄却頻度を示す。表 1(a)

より、φJの平均値について、Tが小さいとき (T=25)、 構造変化が存在しな

いかその影響が小さい場合において、ゼロから下方への乖離幅が大きい。した

がって、若干の下方バイアスが発生している。表 2(a)よ り、協′、z″″検定

について、構造変化の程度が大きいとき (α =7,10)、 観察される棄却頻度は

有意水準 5%よ り小さいことから、共に若干の過小棄却 (under‐reieCtiOn)

となっている。考えられる理由としては、定理 2で示されている機′とぁの極

限分布の分母にある鋼の項について、この項が他の項に比して速く増大する

ことにより、統計量がゼロに近づいていく (統計量の分散が縮小する)こ とが

挙げられる。

表 1(a)係数推定値 (ρ =1.0, 7=0.1,ω ″=1.0)

No BreakNT .-
6i dp*t

a=7 a=70α=1 α=5

φp。。lφp。。lφp。。1φp∞ l
２５

５０

ｍ

２５

５０

ｍ

２５

５０

ｍ

５

　

　

　

２５

　

　

　

”

‐0.062 -0011
‐0.033 -0.006
‐0.017 -0.003

‐0.062 -0.002
‐0.033 -0.001
‐0.017 -0.001

‐0.062 -0001
-0.033 -0.001

-0.017  0.000

‐0.061 -0.011
‐0033 -0.006
‐0.017 -0.003

-0.061 ‐0002
-0.033 -0.001

-0.017  0.000

-0.062 -0.001

-0.033 -0.001

-0.017  0.000

‐0.042 ‐0.006
‐0.029 -0.004
-0.016 -0.002

‐0.041 -0.001
‐0.028 -0001
‐0.016  0.000

-0.042 -0.001

-0028  0.lXD

-0.016  0.鰤

-0.028 -0.003

-0.023 -0.003

-0.015 -0.002

-0.027 -0.001

-0023 -0.001

-0.015  0.000

-0.027  0.000

-0.023  0.000

-0.015  0 CXXl

-0.014 -0.002

‐0.015 -0.002
-0.012 -0.002

-0.014  0.000

-0.015  0.000

-0.012  0.000

-0.014  0.000

-0.015  0000

-0.012  0.000

9)実質サイズとは、帰無仮説の下で想定される分布において、例えば1%や 5%の有意水
準 (名 ロサイズ)を与える棄却値 (cttical value)を 設定した時、データから得られた

統計量の実際の分布において設定した棄却値が与える確率のことである。ここでは、有

意水準 5%の もとでの実質サイズを計算している。
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表 2(a)検定のサイズ (ρ =1.0, 7=0.1,orf=1.0)

No BreakNT-
ti tm Zau

α=7α=1 α=5 α=10

ti tp*r Zw t; tprr Zl, ti 16 Z6u t1 tp*r Zw

剛
醐
剛
剛
剛
剛
剛
剛
剛

剛
剛
晰
剛
剛
剛
剛
剛
鵬

剛
剛
Ｍ
剛
剛
晰
剛
剛
幽

剛
剛
脚
剛
咄
Ｍ
剛
剛
剛

剛
咄
幽
剛
０・０‐６咄
幽
剛
剛

剛
幽
剛
剛
醐
圏
剛
剛
酬

剛
幽
剛
剛
剛
醐
剛
剛
剛

・０
２３
価
鰤
　
・
０‐４
脚
鵬

肥
協
側

醐
剛
咄
咄
０・０３９剛
醐
剛
剛

噸
Ｍ
Ｍ
剛
剛
幽
幽
剛
鰤

Ｍ
Ｍ
Ｍ
幽
晰
晰
晰
幽
醐

酬
剛
曲
幽
幽
幽
囲
酬
剛

幽
幽
鰤
囲
幽
鵬
幽
幽
剛

剛
幽
剛
咄
酬
剛
晰
酬
酬

皿
側
鵬

皿
脚
側
　
・
０５‐
伽
鰤

２５
５０
ｍ

２５
ｍ
ｍ

２５
５０
ｍ

3.3.対 立仮説の下で構造変化の存在を無視した場合の影響
前節と同様に、Ⅳを固定した下での T→∞の場合について、α,=δ,ま たは

α
`=arν

2の ときの収束結果を以下に示す。

定理 3.D鋼 を
`θ

り式とし、αノ=らのとき、r→∞について以下の結果を得る。

(i)″の式の対立仮説の下、の式を回帰 して得られる係勿 麟饉謎 検定務計量

は以下の極限に収東する。

―ΣQ,(1+a)1
ブ=1

ら″」生

協 ′
→ ~∞

二い一“
和→

|

for fixed Ar

( as N, ? -oo)

(五 )a〃式の対立仮説の下、
`5,式

を回帰して得られる係列獅饉盪 検定務計重

は以下のを限F_‐収東する。
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φ,二
―ω″(1+a)1

ω″(1-α )1+研 (1-τ J)

Zレ →―∞   (as Ⅳ/T→ 0、 こ T→∞)

定理 4.ク7を
`,,式

とし、の=ぁノ″のとき、″→∞について以下の結果を

得る。

(i)θの式の湾立仮説の下、の式を回帰 して得られる融 推定量と検定統計重

は以下の極限 7_‐収東する。

φ
“
′
型
=O   for any Ⅳ

協 ′
~~=」生
・
ト for fixed F√ (1)

わ′
→ ~∞   (as Ⅳ ,T→∞)

(i)ω式の対動 の下、″,式を回帰 して得られる係数推定量と検定統計量

は以下のを離 収束する。

φJ」=0

―ω″(1+a)1

(研 +2ω″(1+a)1
Ⅳい，“Ｈ

Ar~

ぁ
_2二 =`

イ(研 +2ω″(1+a)1)研 (1-■ )

術
IN卜

1二
綺
二E(′ )|

プン (″ )

―Σω″。+o)1
グ=1

Z厖″ム

37
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Z厖グ→一∞   (as I T→ ∞)

定理 3よ り、αJ=aの とき、両係数推定量はパラメータ (c、 2、 あ、■)

の一種の (非確率)関数となる。一方、桃ハ z厖グ統計量は、Ⅳ,T→∞ならば

(z"″統計量にはⅣ/T→ 0の条件も必要である)、 共に一∞に発散する。こ

れより両検定の一致性が確認できる。統計量の発散速度は共に緬 であり、

これは(5)式を個々に回帰して得られるぁ統計量の発散速度である√ より大き

い。したがって、この場合では検定手法をパネルデータに拡張することにより

検出力の増大が期待できる。

定理 4よ り、α,=δJrν
2の とき、φ″′、φ′は真の値 (φ加′<0、 φ′<0)で

はなく、ゼロに確率収束する。Ⅳを固定した下で T→∞であるとき、桃′、

Z"/は確率的項をそれらの極限分布に含まず、パラメータ (ω″、ρ、と、 τ′)
の関数となる。また、Ⅳ,T→∞のとき、共に一∞に発散するので、検定の一

致性はこのケースでも保持される。

3.2節 におけるモンテ・カルロ実験の設定において、全てのグについて

2=0。 95と して係数推定量の平均値と検定の検出力を計算した結果が、それぞ

れ表 1(b)と 表 2(b)である。表 1(b)よ り、構造変化の程度が大きいとき

(α =3,4)、 φル′に僅かな上方バイアスが発生する。表 2(b)よ り、構造変化

が存在する場合、個別回帰に基づくち検定の検出力は総じて低い。この結果は、

Perron(1989)や Montanes and Reyes(1998)、 Leybourne and Newbold(2000)

による指摘と整合的である。また、構造変化の程度が大きく (α =3,4)かつ

時系列数が小さい場合 (T=25)、 桃′、z"″ 検定も極めて低い検出力を示す。
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表 1(b)係数推定値 (ρ =0.95, 7=0.1,ω ″=1.0)

No BreakNT 
φi φp。。l

α=1 α=2 α=3 α=4

φp∞ lφiφp。。lφiφp∞ l
■
ψφp。。lφi

50

25  -0.112 -0.062

50  -0084 -0.057

100 -0.068 -0054

25  -0.114 -0.053

50  -0084 -0051
100 -0.068 -0.051

25  -0.113 -0.051

50  -0.085 -0.051

100 -0.068 -0050

-0108 ‐0.057
-0.080 -0.052

‐0.064 -0.049

-0.108 -0.046

-0.080 -0.047

-0.064 -0.046

-0.107 ‐0.045
-0.080 ‐0.046
‐0.064 -0.046

-0.092 -0.043

-0.069 -0.042

-0.054 -0.040

-0.092 -0.034

-0_069 -0.036

-0.054 -0.037

-0.092 -0033

-0.069 -0.036

-0.054 -0036

-0.071 -0.029

-0.054 -0.030

-0043 -0.030

-0.072 -0.024

-0055 -0.026

-0042 -0027

-0.072 -0.023

-0.055 -0.026

-0.042 -0.027

-0053 -0.021

-0.041 -0.022

-0.031 ‐0.021

-0.053 -0017

-0.040 -0.019

-0.031 -0.020

-0.053 -0.016

-0040 -0.019

-0.031 -0.020

表 2(b)検定の検出力 (ρ =0.95, 7=0.1,ω″=1,0)

No BreakNT-
t1 tp61 26,

α=1 α=2 α=3 α=4

ti tp1 Zuu ti tp*r Zw ti tp*r Zw t1 tp6 Z6a

25 0.∞ 104740265
5t1 01460.88706"

1∞ 0.323 11XX1 0986

25 0094 0985 0917

500.147 11XXl l.lXXl

l∞ 03221.lXXl l.lXXl

25 0.∞ 1 1.lXX1 0998

511 01471.lXXl l.lXXl

l∞ 0.3241.lXX1 1.lXXl

0鵬704100.236

0.1380.8370∞ 2

0.29109990972

0085 0脚  0鋼
01381鰤 lЮ∞

02941鰤 lЮ∞

0鵬 1.lXX1 0993
0137 11XXl l.tXXl

0294 11XXl lЮ ∞

0.“902780153
01080.6850.424

0.21209890895

00700.8810.645

0,110 11XX1 0995

02141.lXXl l.IXXl

00700"50012
0.110 1側  1鰤
0.214 11XXl llXXl

0.0470.1330.064

0,0720.4490209

01330.9430.673

0.04906580267

0.0"09990.907

0.1"l lllXl l lXXl

O∝90.9470.521

0.0741.lXX1 0"8

01281.IXXl l.lXXl

0029 0057 0023

004502370084
00"07960313

0.0290.3550m
004309810506
0.0621.lXX1 0.998

0,0290,7460.084

0041.lXX1 0.856

0063 11XXl llXXl
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4.ク ロスセクション間におけるデータの従属性が
パネル単位根検定に与える影響

。

4.1.ク ロスセクション間の相関の定式化
クロスセクション間においてデータに相関が存在する場合、その相関構造を

考慮せずにパネル単位根検定を実行すれば、検定が深刻なサイズの歪み (sizc

distortion)を 持ち (0'Connell(1998))、 係数推定量にもバイアスが生じる

(PhillipS and Sul(2003))こ とが明らかにされている。

そこで以下では、クロスセクション間に存在するデータの相関について、

DGPにおける誤差項間の相関としてモデル化し係数推定量と検定統計量が示

す漸近的挙動を考察する。

DGPに以下の式を仮定する。

ノ,′ =Z,′

Z″ =ρ Z″ 1+%″                      (15)

ここで、誤差項 %″ は以下のⅣ ×1誤差ベクトルutの第グ要素とする。

ut=Pε t    ε′′～′沈′ (0,1)   for allグ and′

Pは Ⅳ ×Ⅳの係数行列であり、utの分散共分散行列 E(utul)=Ω のコレス

キー要素となる。また、Ωは以下で定義される正値対称行列である。

10)本節及び次節で示す定理の導出には、単一時系列における漸近理論の結果 (特に汎関数
中心極限定理と連続写像定理から得られる収束結果)を 多変量時系列に拡張した場合の
結果を利用している。本稿末の付録にはいくつかの結果を示す。

い
‥・嚇

喝
‥・
晰

〓Ω
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また、全ての′に対 してE(utul)=Ω であり、s≠ ′のときE(utu:)=0と す

る1'。

回帰式は、φp"、 桃夕に(2)式を用い、φ′、zレ/に (5)式を用いる。また、桃′検

定とz防″検定の帰無仮説及び対立仮説は、それぞれ00式 とllll式 とする。

4.2.ク ロスセクション間の相関を無視した場合の影響
Ⅳを固定した下で T→∞における係数推定量と検定統計量の漸近分布につ

いて、以下の定理に示す。

定理 5.Dい を■9式とするとき、″→∞について以下の結果を得る。

(i)“の式の帰物 の下、の式を回帰 して存られる係数推定量と検定務緩

は以下の極限に収東する。

左,M歓のα耐〕p
φル′⇒ for fixed,lr

協′⇒ for fixed Ar (17)

(1)クの式の帰無雄 の下、
`″

式を回帰して得られる磁 推定量と検定務 .―t量

は以下のを腹に収東する。

11)こ こで扱う相関構造はBreitung and Das(2005)の weak dependenceに 対応する。Ⅳ→∞

のとき、分散共分散行列の固有値が有限であるような相関をweak dependenceと 呼び、

固有値が 0(Ⅳ )であるような相関をstrong dependenceと 呼ぶ。

ｐ
Ⅳい，“Ｈ

ｐ

小

榊

Ｏ

　
　

Ｗ

Ｗ
　
　
角Ｆ
Ｊｏ

け
　
　
′ｐｉ

和

Ⅳ
Σ

Ｈ
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ｄ
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ｐｉ

ｐＷαγＷ
ｒ

Ｊ
ｏ

ｐ
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=嶋

(181

(191あ⇒

瓶≠:M蹴の耐司p

″管7{Ⅳヨニ角一E(′ )|

――

劇

¨
　

　

・・
　

　

・・
　

¨

０
　
揚
・‥
ル

砕
Ｐ
Ｌ

〓Ｐ

Zレ⇒
/施γ(′ )

for fixedハ r

ここで、W(γ )=(%(γ ),・…,7A・ (γ ))′ は多変量プラウン運動であり、各要

素に いに独立な標準プラウン運動である。また、plは以下のPの第′行である。

定理 5よ り、帰無仮説の下では、全ての係数推定量 (らωハ φ′)と 検定統計量

(わ′ヽ Z"″ )は plをそれらの極限分布に合む。p:は第 1要素から第グ要素ま

での各要素にΩの非対角要素ω′(誤差項πルとし の共分散)を含むため、ク

ロスセクション次元に相関が存在するとき (ω″≠O forsomeあ ノ、′≠ノ)、 そ

の影響をデータに「伝達」する役割を果たす。したがって、この場合では時系

列数 Tが十分大きくても相関の影響は消失しないといえる0。

12)ク ロスセクション間に相関が存在しない場合 (%=O for allグ ≠ノ)には、ベクトルpi
は単位行列の第グ行にdr2を掛けたものとなり、検定統計量の極限分布は協′が定理1(i)
の第2式 と同じ分布となり、4は Dickey‐Funer分布となる。
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⑮式のDGPにおいて、 a=1.0(for allグ )、 ε″～グ沈′Ⅳ (0,1)と 設定した

もとで、 (Ⅳ ,T)の いくつかの組み合わせに関してそれぞれ5,000回 の繰り返

し計算を行い、φガ 、φJの推定値の平均値及び協ハ Z"″検定の棄却頻度を得

た。結果をそれぞれ表 3(a)、 表 4(a)に示す。表 3(a)よ り、φル′について、

ω″が大きくなるにつれて、真の値 (φ

“
′=0)からの乖離が拡大し、推定量の

下方バイアスは大きくなる。しかし、Ⅳが大きくなるとき、バイアスは若千

軽減される。φ′について、Tが小さいとき (T=25)は下方バイアスが大き

い。φガ の場合と異なり、バイアスの程度はⅣの大きさに影響を受けない。

表 4(a)よ り、桃ハ Z厖″統計量について、ω′が大きいとき、統計量の分散が

拡大するため深刻なサイズの歪みが発生する。Ⅳの増加は過剰棄却を緩和す

るのではなく、むしろ悪化させる結果となっている。一方、ぁ統計量はクロス

セクション間の相関に全く影響を受けない。

表 3(a)係数推定値 (ρ =1.0,ω″=1.0)

N T
ωl=03 cuii=0.6 rr,ri;=0.9

φi   φp∞l    φi   φp。。l    φi   φpOOl

２５
５０
ｍ
２５
５０
１００
２５
５０
１００

５

　

　

　

２５

　

　

　

５０

-0.062 -0.014

-0033 -0007
-0017 -0.004

-0.062 -0.004

-0.033 -0.003

-0.017 -0.Cllll

-0062 -0004
-0.033 -0.002

-0.017 -0.001

-0.062 -0.021

-0.033 -0.011

-0.017 -0.006

-0.062 -0.013

-0.033 -0007

-0.017 -0.003

-0.061 -0.012

-0033 -0.007

-0.017 -0003

-0.061 -0.040

-0.033 -0.022

-0.017 -0.011

-0.062 -0.037

-0.032 -0.019

-0.017 -0.010

-0.064 -0.037

-0.032 -0.018

-0.017 -0.010
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表 4(a)検定のサイズ (ρ =1.0,効 =1.0)

@,.i=0.3 ur15=0.6 roi;:0.9
N T

ti tp。。l  Zbar ti tpool Zau ti tp-t Zau

０・３３６醜
０・３３７０・５３５嘲
嘲
嚇
０・５８３嘲

２５
ｍ
ｍ
２５
５０
ｍ
２５
５０
１００

５

　

　

　

２５

　

　

　

５０

0.050 0.103 0.058

0.052 0.097 0.063

0.049 0.091 0.058

0.050 0.153 0.113

0.050 0.165 0.117

0.049 0.158 0.118

0.050 0.239 0.187

0.050 0.238 0.176

0.049 0.241 0.180

0.052 0.169 0.101

0.051 0.160 0.103

0.049 0.166 0.103

0.050 0413 0.303
0.049 0.431 0.312

0.049 0.412 0.296

0.050 0.498 0.399

0.049 0.522 0.421

0.050 0.525 0.419

0.049

0.051

0.048

0.050

0.048

0.050

0.053

0.047

0.051

0.197

0.207

0.194

0.408

0.391

0.412

0.456

0.“ 1

0.454

定理 6.DGPを 0,式とするとき、T→∞について以下の結果を得る。

(i)をの式の対動 の下、の式を回帰して得られる係数推定量と検定統計量

は以下のを限に収束する。

―Σω″(1+2)1
グ=1

φ
“
′型=

協 ′
→ ∞

Σω″(1-α)1
′=1

(αs Ⅳ ,T→ ∞ )

for fixedハ r

(‖ )ω式の対立仮説の下、
`5,式

を回帰して得られる磁 推定畳と検定統計量

は以下の極限に収東する。

φ
`二
→2-1

4→ ―∞
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Z"″  ―∞ ( as N, ?*co)

定理 6よ り、対立仮説の下では、全ての係数推定量と検定統計量の極限は、

plま たはω可(forグ +ノ )を含まない。したがって、漸近的には誤差項間のクロ

スセクション次元における相関に影響を受けない。また、Ⅳ,T→∞のとき、

桃′
→ ~∞ヽZ″γ→―∞であるから、両検定は一致性を持つ。ち統計量は√ の

オーダーで一∞に発散するが、物′、Z厖/統計量√ Tはのオーダーで一∞に発

散するため、時系列データの個別回帰から得た統計量よりもプール・データの

回帰から得た統計量の方が検出力の向上が見込める。

定理 5の モンテ・カルロ・シミュレーションの設定において、 2=0。 95

(for allグ )と し、φ如′、φプの推定値の平均値及び協ハ zレ の検出力を計算

した。結果をそれぞれ表 3(b)、 表 4(b)に示す。表 3(b)よ り、φル′につい

て、ω″が大きく (ω″=0.9)、 Tが小さいとき (T=25)、 下方バイアスが見

られる。しかし、Ⅳが増大することにより、バイアスの大きさは若千減少す

る。φプはωクの大きさとⅣの大きさに影響を受けず、Tが増大すれば下方バイ

アスは消失する。表 4(b)に おいて、数値はサイズ調整を行った後の検出力で

ある。。ら翻、Zttγ検定において、ω″の値の上昇に伴い検出力は減少する。一

方、TやⅣの増大により、検出力は増加する。また、ぁ検定の検出力より物ハ

z洸″検定のそれぞれの検出力の方が一貫してかなり大きい。

13)「実際の」分布の左片側5%点において測った検出力であり、サイズ調整済み検出力
(size‐ attuSted power)と いう。
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表 3(b)係数推定値 (ρ =0.95,orf=1.0)

N T
arti=0.3 cr.r 1.;=0.6 u.r1;=0.9

φi φp。。1 φi φp。。1 φi  φp∞ 1

２５
５０
ｍ
２５
５０
ｍ
２５
５０
ｍ

５

　

　

　

２５

　

　

　

５０

-0.113 -0.065

-0.085 -0059

-0.068 -0.055

-0.114 -0.056

-0085 -0.054

-0.068 -0.052

-0.113 -0055

-0.085 -0.053

-0.068 -0051

-0114 -0.074

-0.085 -0.064

-0.069 -0.058

-0.114 -0067

-0.084 -0.060

-0.068 -0.056

-0.113 -0.066

-0084 -0.059

-0.068 -0.056

-0.113 -0.096

-0.085 -0.076

-0.068 -0.064

-0.113 -0093

-0.084 -0075

-0.067 -0.063

-0115 -0.094

-0.085 -0.075

-0.069 -0.064

表 4(b)検定の検出力 (ρ =0.95,o71=1.0)

arti:0.3 ar1;=0.6 ω巧=0.9
N T

ti tp-t Zb^, tp∞l Zbar ti tp∞l Zbar

２５
５０
１００
２５
５０
ｍ
２５
５０
１００

50

0.087 0.304 0267
0.159 0.752 0.591

0.312 0.990 0.965

0.093 0.844 0.736

0.139 0.988 0.965

0348 1000 1.000

0087 0901 0.822
0.149 0.996 0982
0.320 1000 1000

0089 0.267 0218
0146 0.601 0.481
0303 0.941 0.858

0.097 0.571 0.436

0.148 0.860 0.716

0.336 0991 0.960

0.094 0633 0.471
0134 0.884 0751
0.347 0.991 0966

0.094 0.177 0.143

0144 0320 0.260
0.343 0.647 0.550

0.084 0224 0169
0157 0.412 0298
0.340 0720 0.574

0.095 0.218 0157
0.167 0.428 0.302

0.310 0.751 0.599

5.混合効果

本節では、経済構造変化とクロスセクション間の相関が同時に存在する場合

について、係数推定量と検定統計量の漸近的挙動を考察する。

DGPは09式に経済構造変化を表す変数ぁを入れた以下の式である。
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夕j′ =4′ 十z″

Z″ =2Z″ 1+π″

回帰式及び仮説は前節までと同じものを採用する。

定理 7。 Dい をの式とし、の=あのとき、″→∞ l_‐ついて以下の結果を得る。

(1)クの式の帰無仮説の下、の式を回帰 して得られる係数推定量と検定統緩

は以下のを限に収東する。

φル′⇒ 00式の右辺

物 ⇒  (10式の右辺

(1)ω式の帰無仮説の下、

は以下の極限に嫁 する。

φ
`⇒
  l181式の右辺

ち⇒   09式 の右辺

zレ⇒  00式の右辺

定理 8。 Dい をの式とし、

得る。

(1)クの式の帰無婦 の下、

は以下の極限′劃に東する。

φ

“

′⇒

の式を回帰 して得られる係蜘 %輩盪 検定統計重

の=あアたのとき、r→∞について以下の結果を

″成 を回帰して得られる係数推定量と検定統計量

Ｗｐａ十ｐγＷαγＷ
ｒ

Ｊ
ｏ

′
ｐｉ
Ⅳい，“Ｈ

ｄ
γＷ

”
Ｊ
七
ｐａ＋τ一辱＋ｐ司″ＷγＷ

ｒ

Ｊ
ｏ

′
ｐｉ
Ⅳい，“月

for fixed Ⅳ
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協′⇒

十ｐＷαγＷ
ｒ

Ｊ
ｏ

ｐ
Ⅳい，“Ｈ

Ｊ
判Ｗ

ｒ

Ｊ

τ

′
ｐｉ
ａ＋一畔計ｐ劇πＷレい

′
ｐｉ

Ⅳい，“Ｈ

″γＷ
ｒ‐
Ｊ
名
′
′ｐｉ

２ δ十τ一
畔十ｐ

司ＷγＷ
レ
い

ｐ

Ｗ′γＷ
ｒ

Ｊ
ｏ

ｐ

aniw{r)l

for f破 ed Ⅳ

(1)ω式の帰無仮説の下、
`5,式

を回帰 して得られる係数推定量と検定統計量

は以下の極限に収東する。

,;[J'w< r) aw(,t')o,+ d;piw(l)
φJ⇒

あ⇒

]n, 
* apiw(r)

`[1lW(γ

)W(γ )同 n+研α一つ+2δ,J「W(γ )」

Л
IⅣ
・二けE(′ )|

ろ ″⇒

イレ (′ )
for f破 edハ r

定理 7よ り、収束結果は定理 5と全 く同じである。したがって、の=aの
とき、係数推定量及び検定統計量の極限分布はクロスセクション間の相関構造
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だけに依存する。定理 8よ り、α
`=δ
′T1/2の とき、係数推定量及び検定統計量

のそれぞれの極限分布は、構造変化の存在 (a、 τj)と クロスセクション間
の相関構造の両方に影響を受ける。

定理 7と 定理 8よ り、帰無仮説の下では、構造変化の大きさ (αす)が比較

的小さいとき、クロスセクション間の相関の影響が構造変化の存在の影響より

も支配的となる (定理 7の結果が優先して成立する)。 他方、構造変化の程度

が大きくなるとき、定理 8の極限分布の分母に含まれる針の項の影響の増大

により、統計量は 0付近により分布し、その分散は縮小する。しかし、クロス

セクション間に存在する相関において、その程度が強くなれば (ω夕が大きく

なれば)統計量の分散は拡大する。前者は検定のサイズを縮小させ、後者は拡

大させる。したがって、その総効果は構造変化の大きさ (α′)と クロスセク

ション間の相関の強さ (ω″)|こ依存する。

CD式のDGPにおいて、2=1.0(for allグ )、 ε″～′′aⅣ (o,1)と 設定した

もとでモンテ・カルロ・シミュレーションを実行し、係数推定値の平均値及び

検定の棄却頻度を得た。結果をそれぞれ表 5(a)、 表 6(a)に示す。表 5(a)

より、φハφ
“
′は若干の下方バイアスを示す。特に、φ′の方がその程度は大

きい。クロスセクション間の相関が強くなれば、φ
“
′のバイアスは拡大する。

しかし、φ′の値は変化しない。また、構造変化の程度が大きいほど両推定量

のバイアスは縮小する。両推定量は Tの増加に伴い、真の値 0に近づく。表

6(a)よ り、ωクが大きくなれば、棉′、Z"″検定におけるサイズの歪みは拡大

する。しかし、ぁではこのような問題は見られない。Ⅳが大きいとき、ち夕、

z厖″検定のサイズの歪みはより深刻である。さらに、Tの増加はサイズの歪み

を悪化させる。構造変化の程度が大きくなるにつれて、協′、Z"γ 検定のサイ

ズは低下する。ちはⅣの変化に一切影響を受けない。
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表 5(a)係数推定量 (ρ =1.0, 7=0.1,衛 =1.0)

α=1

ωl=03     ω巧=06
a=5

arii=0.3 .o,j=0.60,:=0.9 ωl=0.9
N T
a φp。。l  a φpOol φi φptt φi φp醐 a φpOol  a φpO。 1

5 25 ・l1062 ‐0014
50 Ю.034 11.lX17
llXI Ю017 ЮIX13

25 25  11.062 11.lX15

50  ‐l1033 ・0003

100 ‐0017 ‐0001

50  25  ‐0061  ‐0.004

50  ‐0034 ‐0002

100 ‐0.017 ‐0.001

l1061 ‐0020

11034 ‐0011

11.017 ‐0.005

Ю.060 ‐0.013

Ю033 ‐0007
‐0017  ‐OIX14

‐0.061 11.013

0033 111X17

‐0017 1111113

‐0,059 11.039
‐0034 11.023

11.017 ‐0011

11061 ‐0037

11.034 ‐0.020
‐0017  ‐0.010

‐0061 ‐0036
‐0033 ‐0.019
‐0017  ‐0010

ω両=09

‐0.042 Ю012
‐0.030Ю.008
‐l1016 ЮIX14

Ю041 ‐0.lX17

11028 ‐OIX14

Ю.016 ‐0.lX12

‐0041 ‐0.∞6

11028 ‐OIX13

11016‐O IX12

Ю042 Ю.020

11029 Ю012

Ю.016 Ю.lX16

-0040  -0015

Ю028 ‐0.αD
l1016 ‐0004

‐0040‐0015

11028 ‐Olll19

Ю016 ‐0004

‐0.041  ‐0033

Ю027 ‐0020

Ю016 Ю011

Ю041 11031

Ю.028 11019
‐0017  ‐0.011

‐0040 ‐0030
‐0027 ‐0018
・0016  ‐0010

ω両=09

α=7

ωl=0.3     ωl=06

α=10

ω。=03     ωl=06
N T
a  φp。。  φi  φpO。l  φi  φp。。l φi φptt φi φp酬 φi  φp。。l

5  25  ‐0027 ‐0008

50 ‐0.023 11006
100 Ю014 ЮIX14

25  25  Ю028 ・0006

511 11023 11.lX14

llXl l1015 01X12

50 25 11.027 ‐0.lX15

511 Ю02301X14

1∞ Ю015Ю∞2

Ю027 11014
‐0.023 11011

Ю014 ‐OIX16

・l1028 ‐0012

Ю023 ‐0008

Ю015 ‐Olll15

Ю.027 ‐0012

Ю023 ‐Olll18

11014 ‐0004

ll.027 11023

0022 11017
‐0.014  ‐0011

‐0028 11.023

11022 Ю017

11014 Ю010

11028 ‐0023

11.023 ‐0.017
‐C1015 ‐0,010

‐0013 ‐0004
‐0.015 11.004
‐0011  ‐0003

‐0014  ‐OIX13

11014 ‐0.003

11.012 ‐0002

11014 ‐0003
‐0015 ‐0003
‐0.011‐0.lll12

Ю014 11.Ot18
‐0015 ‐0008
‐0.012 ‐0.006

‐0014 ‐0007
‐0015 ‐0007

11012 ‐OIX14

11014 111X17

Ю014 Ю∞6

11012 111X14

‐0.014  ‐0012

Ю014 11012
‐0012 111X19

‐0013  ‐0011
‐0014  ‐0012

11012 ‐0∞9

‐0014  ‐0012

11014 ‐0011

Ю012 ‐OαD
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表 6(a)検定のサイズ (ρ =1.0, 7=0.1,ω ″=1.0)

α=1

ωt=03        o,=06        ωl=0.9

q=5

urr=03 crrl=0.6 ur1=0,9

N T

‐‐９
鵬
潮
数
鶴
３８‐
３３０
鰤
似

囲
剛
剛
剛
剛
剛
剛
圃
Ｍ

咄
剛
鰤
０・０２４階
醐
幽
咄
鵬

鵬
酬
剛
囲
剛
剛
皿
剛
剛

剛
噺
剛
剛
幽
幽
剛
剛
酬

幽
剛
幽
幽
剛
鵬
醜
酬
剛

剛
剛
剛
剛
剛
咄
咄
脚
晰

剛
咄
剛
囲
囲
躙
剛
剛
剛

Ｍ
Ｍ
Ｍ
Ｍ
剛
剛
幽
酬
鵬

剛
剛
剛
剛
剛
噺
Ｍ
晰
幽

Ｍ
Ｍ
酬
圃
剛
脚
晰
圃
醐

囲
醐
剛
皿
剛
鵬
脚
剛
剛

剛
晰
幽
０・‐２８Ｍ
剛
剛
噺
酬

酬
剛
酬
噺
剛
剛
囲
晰
囲

醐
剛
酬
剛
酬
剛
酬
圃
剛

２５
５０
硼
２５
”
皿
２５
ｍ
ｍ

t1 tp6r Ztu ti tp*r Zur ti teo Zu, t1 tp6r Zu, t1 tprr Zur ti tpmr Zu'

00m01570.088

0.l1510.17401113

00480.1620095

0m04050"5
011470.415圏 7

0.04904270314

004905120.畑

00500.5190413

11050051411412

q=7

o,ij=03 0':=0.6 cuii=0.9 url=03

α=10

ω。こ06         ωJ=0.9
N T

t; tm Zu, ti tpo6 Z5' t; tp6 26ry t; tpor Zu, ti tpmr Zu' ti tpoa Zu

醐
咄
剛
酬
硼
囲
噺
囲
幽

剛
剛
囲
咄
剛
咄
剛
囲
咄

剛
剛
醐
酬
０・０‐‐Ｍ
剛
酬
Ｍ

剛
幽
咄
圃
曲
囲
酬
剛
剛

幽
Ｍ
剛
囲
酬
剛
晰
剛
剛

剛
剛
Ｍ
鰤
剛
晰
剛
皿
咄

剛
咄
剛
咄
脚
咄
晰
酬
剛

咄
剛
鵬
剛
剛
囲
囲
囲
鵬

剛
剛
晰
剛
血
咄
剛
剛
晰

剛
嘲
蜘
硼
囲
剛
晰
圃
剛

剛
晰
剛
剛
咄
蜘
剛
Ｍ
Ｍ

剛
Ｍ
酬
酬
晰
剛
剛
峨
剛

剛
酬
鵬
Ｍ
剛
晰
０‐‐０
囲
囲

醐
酬
剛
剛
囲
晰
鰤
晰
醐

剛
Ｍ
酬
剛
晰
酬
剛
剛
剛

ぁ
”
ｍ
２５
ｍ
ｍ
２５
５０
硼

00100.1100042

00"01660078

0113701750.∞ 7

00100.3210157

∞田 04030郎

003904460m8

00H C閻10鰤
002704620.調

Ol137 0513 0372

定理 9.DGPを の式とし、

(i)″の式の対立仮説の下、

は以下の極限に収束する。

名=4の とき、T→∞について以下の結果を得る。

の式を回帰して得られる係剤獅護材 検定統計量
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―Σαを(1+a)1
仇′ム

Σ lo31(1-α )~1+研 0-■ )|
for f破ed Ar

グ=1

協 ′
→ ~∞    (α S Ⅳ ,T→ ∞ )

(五 )ω式の対動 の下、θ式を回帰して得られる係数推定量と検定統計重

は以下のを離 収東する。

φ:ム

あ→―∞

Zレ →―∞   (as Ⅳ/r→ 0、 Ⅳ,T→∞)

定理 10。 DCPをの式とし、 の=ぁノ″のとき、r→∞について以下の結果を
得る。

(i)″の式の対立仮説の下、の式を回帰 して得られる係数推定量と検定統計量

は以下の極限′ご収東する。

φ″′
型
=O   for any Ⅳ

協=ム O    ω式の右辺

協′→
~∞    (as Ⅳ,T→∞)

(1)の式の対立仮調の下、
`″

式を回帰 して得られる係数推定量と検定統計畳

は以下の極に 収束する。



φ′型=0

ち-2→

Z厖/ム

Zttγ
→―∞
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与える影響について (松木)

0式の右辺

0り式の右辺

(αs Ⅳ ,T→∞)

定理 9よ り、係数推定量は構造変化を規定するパラメータ (a、 ■)と a、
ω″に依存する。検定統計量は、Ⅳ,T→∞のとき、協′及び Z"γ 統計量が共に

一∞に発散する。したがって、この場合においても、両検定は一致検定である。

α,=a響 /2における定理10の収束結果は定理 4と 同一である。したがって、

係数推定量は共に上方バイアスを持ち、検定統計量は、Ⅳ,T→∞のとき、一

致性を持つ。

OD式のDGPにおいて、a=0。 95(for allグ )、 ε″～れaⅣ (o,1)と し、 (Ⅳ ,

T)のいくつかの組み合わせに関して、推定値の平均値及び検定統計量の棄却

頻度をシミュレーションにより計算した。結果をそれぞれ表 5(b)、 表 6(b)

に示す。表 5(b)よ り、構造変化の程度が大きくなるにつれて、φぃ φ如′に

深刻な上方バイアスが発生する。また、これらの上方バイアスはⅣや Tの増

加によっても低減はしない。表 6(b)よ り、 or7の値が大きくなれば、ら醐、

zttγ検定の検出力は大幅に低下する。ただし、ぁ検定の検出力にはほとんど変

化がない。Tが大きくなるとき、桃′ヽ Z"/検定の検出力は増加する。また、Ⅳ

が増加しても検出力は増加し、特にω″が小さいとき (ωJ=0。 3)の増加幅は大

きい。また構造変化の程度が大きいとき、全ての検定統計量の検出力は大幅に

低下する。最後に、先の表 2(b)と 表 4(b)の結果と比較すると、構造変化の

程度が大きくかつクロスセクション相関が強い場合、どちらか一方だけの場合

よりも検出力は急激に低下することが分かる。

Ｅ
υ
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表 5(b)係数推定量 (ρ =0.95, 7=0.1,o77=1.0)

α=1

ωり=0.3     ω」=06     ω
“

=0.9

α=5

ω巧=03     ωJ=0.6 o;=o'9
N T
φi  φp。。l  φi  φp∞ | φi  φp。01  φi  φp∞ l φi  φpoOl  a  φp。。1

5  25  ‐0107 ‐0061

50  ‐0.081 ‐0055

11X1 0064 0051

25  25  ‐0.109 ‐0.053

50  ‐0081 -0050

100 ‐0.064 ‐0048

50 25  -0.107 ‐0.051

50  ‐0081 -0050

llXl‐ 0065‐ 0048

u.r1=0.3

-0110 ‐
0.072

‐0080 -0061
‐0.065 ‐0.055

-0108 ‐0064
‐0080 ‐0.056
‐0064 -0052

‐0.108 -0063
‐
0.080 
‐
0.056

-0064 -0052

α=7

ωl=06

‐0108 ‐0092
‐
0.081 
‐
0.073

‐0065 -0061

‐
01119‐ 0.090
‐0079 ‐0070
‐
0.064 
‐00∞

-0.108 ‐
0.089

‐0081 -0071
‐0064 ‐0.059

ω

“

=09

-0036 -0019

‐0029 ‐0018
-0.022 ‐

0.017

‐0.037 -0017
‐
0,029 ‐0.017
‐0022 ‐0016

‐
0.037 
‐0016

‐0029 ‐0.017
‐0022 -0016

ω

"=03

‐
0.037 
‐0025

-0030 ‐
0.023

‐0022 -0019

‐0035 ‐0021
‐0029 -0021
‐
0.022 
‐0018

-0037 -0.022

‐0029 -0021
‐0022 ‐0018

α=10

ωl=0.6

-0037 ‐
0.033

‐0029 -0027
-0022 ‐

0.021

-0.037 ‐0032
-0029 ‐

0.026

‐0022 -0021

‐
0.036 
‐0031

‐0030 ‐0.027
‐
0.022 -0.021

ω

“

=09
N T
a φp。。l  a φpOol a φpOol  a φp醐 φi  φp。。l  φi  φp。。l

5  25  -0018 -0010

50  ‐0015 -0010

100 -0.012 ‐0.010

25  25  -0018 ‐0.009

50  -0015 -0010

100 ‐0012 ‐0010

50  25  ‐0018 ‐0009

50  ‐0.015 ‐0010

llX1 0012 01X19

‐
0.018 
‐0013

-0014 ‐0012
‐0012 -0011

‐0.018 ‐0012
-0015 ‐

0.011

‐0012 -0.010

-0018 ‐
0.012

‐0015 ‐0011
‐
0.012 
‐0010

-0018 -0.016

‐
0.015 
‐0014

-0012 -0.011

-0018 -0016

‐
0.015 
‐0014

-0012 -0011

‐0017 ‐0015
-0.015 ‐

0.014
‐0012 -0011

‐
0.008 
‐0005

-0007 -0.005

‐0006 ‐0005

‐
0.008 
‐
0.005

-0.007 ‐
0.005

-0.006 -0.005

‐0008 -0.005
‐
0.007 
‐0005

-0.006 ‐0005

-0008 -0.006

‐0.007 -0006
‐
0.006 
‐
0.005

0008‐ 0∞6
‐0007 ‐0006
‐0006 -0005

‐
OIX18 
‐
OIX16

‐
OIX17 
‐
OIX16

‐
OIX16 -Olll15

‐
0.008‐ OIX17

01X17 01X17
‐0006‐ O IX16

‐
0.008 
‐0007

01X17‐ OIX17
-0006 ‐0006

-0008 -0007

‐0007 ‐0006
-0006 ‐

0.006
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表 6(b)検定の検出力 (ρ =0,95, T=0.1,o7j=1.0)

α=1

ωJ=l13         ωl=0.6         ωl=09

ll=5

ωl=0,3         ol=l16 o,i=0.9
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6.お わりに

本稿では、パネル単位根検定として Levin,Lin,and Chu(2002)タ イプの検

定とIm,Pesaran,and Shin(2003)タ イプの検定について、パネルデータにお

ける経済構造変化の存在とクロスセクション間の相関の存在がそれらの検定に

及ぼす影響について、漸近理論とモンテ・カルロ 。シミュレーションを用いて
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考察を行った。同時に、回帰式から得られるARパ ラメータ推定量に関して、

起こりうる推定バイアスについても検討した。

得られた分析結果から、多くの場合において期待された検定結果をもたらさ

ないことが判明した。特に、経済構造変化とクロスセクション間の相関が並存

するとき、構造変化の程度が大きいならば、パネル単位根検定 (協ハ z"″ )

は両者の影響を同時に受ける可能性がある。帰無仮説の下では、経済構造変化

の程度が拡大すると検定の実質サイズは縮小するが、クロスセクション間の正

相関の強さが増すにつれ検定の実質サイズは拡大する。対立仮説の下では、時

系列数 rが小さいとき、パネル単位根検定の検出力は極めて低 くなる。経済

構造変化の大きさやクロスセクション相関の強さに依存するが、これらの単独

の影響よりも深刻な検出力低下のケースがしばしば観察された。
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付  録

多変量汎関数中心極限定理といくつかの収東結果

DGPを 以下のように定義する0。

yt yt_1+ut

ut=Pε t (la)

ここで、yt、 utは共にⅣ ×1ベ クトル、 εtも Ⅳ ×1であり、タタd(0,IN)で あ

るとする。また、PはⅣ ×Ⅳ行列であり、PP′ =Ω (Ω は正値定符号)と し、

Pは Ωのコレスキー要素であると仮定する。これより、E(utul)=Ω となり、

Ω≠INな らば(la)式の誤差項はクロスセクション間でも相関を持つ。

多変量汎関数中心極限定理 (Mult市 ariate Functional Central Limit

Theorem)に より、以下の収束結果を得る。。

肋一√
=半 ⇒ 卜 w lrlぉ r→∞

ここで、 (′ -1)/T≦ γ<′ /T(′ =1,¨ 。,T)であり、[ル ]は 2以下の最大

整数を表す。W(γ )=(71(γ ),… 。,フ‰ (/))′ は多変量プラウン運動であり、

各要素は互いに独立な標準プラウン運動である。PhinipS and Durlauf(1986)よ

り以下の結果を得る。

Ｐａγ″α
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14)全ての導出において、y。 =0と 仮定している。
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15)例えば、White(1999)第 7章やDavidson(1994)第25章 を参照。
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Effects of Economic Structural Change and Cross-Sectional
Dependence on Panel Unit Root Tests

Takashi Matsuki

ABSTRACT

Based on the asymptotic theory and Monte Carlo simulation, this

study investigates the effects of the presence of an economic structural

change and cross-sectional dependence in panel data on the behavior of

panel unit root tests. The study also examines the possible biases of

the AR parameter estimators in regression. Two commonly used test

statistics are considered. The first is the t-statistic obtained from a

pooled regression model, and the second is the standardized cross-

sectional average of N t-statistics, each of which is obtained from an

individual regression model for each cross-sectional unit. The

estimators of the AR coefficient are calculated in each regression.

Keywords : panel unit root test; structural change; cross-sectional correlation; panel

data.

JEL Classification Numbers : CL2: ClS; C22.
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